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（本稿は、小林慶一郎・森川正之編『コロナ危機の経済学』,日経出版, 2020 年 8 月に収載予定である。） 
1 
6/18/2020 8:26:00 AM 
パンデミックにも対応できるセーフティネットの構築1 
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２. 失業保険給付金 
1 一時帰休に対する給付 























































4 U.S. Department of Labor (2019, Chapter 2, p. 6). なお小西（2018）はこの制度を「経験料率
制」と呼んでいる。 
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３．定期就業権と解雇手当 























6 ここでは、モデルワーカーとして、ボーナス込みの初任給が年 300万円で、現在は年 800
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り、中小企業でも 1割程度がこの制度を持っている。Miller (2018) によれば、解雇手当























8 Miller (2018)．平均的には、1年ごとに 1.6週分の離職手当が増額される。したがって、20







































































12 Hatta (2018) 
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18 八田 (1995) 
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20 現在の日本の GDPに対する所得税収比率は OECD先進国の中で最低のレベルである。



















期間に依存する契約を採用している企業では、20 年勤続の場合には平均約 8 ヶ月分の
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